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環境管理活動
環境マネジメン

ト シ ス テ ム を 運
用していくために
は、組織ごとの効
果的な環境管理活
動が必要です。新
日軽では全社的な
組織としての環境
管理委員会、環境
管理推進連絡会だ
けでなく、各工場でも定期的に環境管理委員会やその他委
員会、部会を開催し、個別の環境問題に取り組んでいます。
また審査機関による定期環境監査以外にも定期的に内部監
査を行い、PDCA※が継続的に回っているかを自主的にチ
ェックしています。この内部監査には本社および他工場の
環境管理担当者が参加して、情報交換を図っています。

小矢部工場環境管理委員会

※PDCA：計画・実施・点検・改善の略

法規制の遵守
環境に関する全ての法律、規制、条例、協定を遵守する

ため、本社環境管理担当および工場の環境管理担当者が関
連法規制、その他要求事項の一覧表を作成し、常に最新情
報の収集管理、情報交換を行っています。工場によっては
所在する自治体特有の条例や公害防止協定があり、法令よ
りも厳しい基準を示されています。工場ではそれらの基準

を遵守するため、日常の運用においてはより厳しい自主基
準を設け点検、測定を行っています。また省エネルギー法、
PRTR法、廃掃法などに基づく報告または届出、大気や水
質、騒音、振動などの測定値の報告も法定期限内に速やか
に行っています。

高岡工場には異常排水の場外流出
を防ぐため、1,000トンの大型緊急
貯水槽が設置されています。この貯
水槽を利用した排水監視システムで
は、場内排水路を主要3系統に分割
して排水系統ごとに個別対応できる
ようになっています。排水の監視は、PH・濁度・色度・油膜に
ついて行い、緊急時には緊急遮断装置が自動的に作動し緊急貯
水槽に送水するとともに警戒に当たっている2 ヶ所へ警報を

出す仕組みになっています。その他
異常排水汲み上げポンプの共通化や
複数台のポンプ設置などの設備的な
工夫を行っています。高岡工場では
このシステムの導入以後、異常排水
の場外流出事故は発生していません。

高岡工場上流側での検知器写真

緊急遮断装置

●ISO14001審査員・内部監査員登録者数
2010.4.1現在

CEAR審査員補
内部環境監査員研修修了者

2010.4.1現在

作業環境測定士
エネルギー管理士

●環境関係公的資格登録者延べ人数

エネルギー管理員
産業廃棄物中間処理施設技術管理者
特別管理産業廃棄物管理責任者

主任管理者
大気（1 ～ 4種）
水質（1 ～ 4種）
騒音
振動
ダイオキシン類

公害防止管理者
（認定講習修了者含む）

3
109

3

8
6
1

13
1

11

17

9
10

●高岡工場排水管理概要
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送液配管

PH・濁度・色度・油膜をチェック！

上流側排水
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高岡工場　排水管理システム
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新日軽は、エネルギー消費に伴う二酸化炭素排出や廃棄物排出などの環境負荷を
低減するための取り組みを積極的に展開しています。

2009年度は総CO2排出量、電力使用量、熱燃料使用量、
いずれも大幅に削減することができました。これらは主に
生産量の減少に伴うものですが、全工場で省エネルギーの
ための投資と設備、工程改善を続けています。

生産段階における総C02排出量は対前年比が大幅に削
減され、新日軽が目標としている1990年度比15％削減
目標に対し32.0%削減されました。また参考指標として
いる押出量を分母とした原単位はほぼ横ばいになってお
り、より正確に比較可能な方法を検討しています。

【CO2換算係数について】
新日軽では過年度の環境報告書においては、電力のCO2の換算係数を年度ごとに変

えず一定の数値を使用していましたが、CO2発生量絶対値の正確性を期すため、他

社の一般的な環境報告書に合わせ、電気事業連合会公表の換算係数を使用すること

にしました。電気事業連合会の換算係数は年度によって10%以上の変動がありま

すので、新日軽の活動によるCO2排出量の増減の推移のみを表すものではありませ

ん。なお2009年度の電気事業連合会の換算係数はまだ公表されていませんので、

2008年度の換算係数をそのまま使用しています。

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）が改
正され、2006年4月1日より施行され、その中で荷主の
責任が明確になりました。新日軽では2007年5月に管轄
の経産局に特定荷主の届出を行い、輸送トンキロ、燃料使

用量の実績管理を行っています。2009年度の実績は輸送
段階のCO2排出量9,850t-CO2となりました。排出量は年
々減少していますが、原単位は販売量の減等により2007
年度比113.2%となっています。

総CO2排出量および原単位の推移

省エネルギーと大気保全

総電力使用量は対前年比18.5%の削減を図ることがで
きました。熱燃料と同様、主に生産量の減に伴うものです
が、工場の電力削減活動としては皮膜ライン冷凍機の運転
効率の向上、加工工場におけるコンプレッサーの運転制御
の改善などを行いました。

熱燃料使用量は発熱量換算（J＝ジュール）で表していま
す。2009年度は総発熱量で対前年比16.4%の削減を図
ることができました。主に生産量の減に伴うものですが、
新たに熱処理炉や乾燥炉の燃料転換を行ったことや燃焼
設備の運転管理を徹底したことなどによる効果も表れて
います。

電力使用量の推移

熱燃料使用量の推移

改正省エネ法・荷主の責任への対応

排出量 原単位
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新日軽ではアルミやプラスチックの素材工場から、それ
らの素材を製品にする加工工場に多くの材料を輸送してい
ます。半製品であり輸送途中に傷などはつけられないた
め、多くの養生材を使用していました。これまでは、それ

養生材が使われた材料輸送パレット加工工場側での養生材の分別

国土の狭い我が国で廃棄物の最終処分は限界に達して
おり、各地で産業廃棄物の放置が社会問題になっておりま
す。当社でも生産活動によって生じる多量の廃棄物が発生
していますが、生産工程や資材の調達方法の改善、場内リ
サイクルなどにより、廃棄排出物の総量およびその中でも

2009年度は廃棄排出物の総量は削減されていますが、
その中で産業廃棄物の量が大幅に増え有価排出物の量が減
っています。これは業者との契約の関係で、スラッジ類を
有価排出物から産業廃棄物に切り替えたことによるもので
す。しかし、産業廃棄物になっても業者の協力によりリサ

廃棄排出物の中にはマニフェスト管理を行
っている産業廃棄物およびその発生を意図
しない有価排出物を含んでいます。一般廃
棄物は比較的発生量が少なく処理しやすい
ため廃棄排出物には含まず、逆に有価排出
物には処理しにくい物質を含んでいる場合
があることを考慮しています。

◎新日軽の「ゼロ・エミッション」定義

2％未満
最終埋立て処分量

廃棄排出物

◎産業廃棄物・有価排出物排出量 ◎最終処分比

廃棄排出物の削減
処理が難しい事業系の産業廃棄物の削減に努めています。
さらにそれらの廃棄排出物の中で埋立てや単純焼却される
最終処分量を限りなくゼロに近づけ「ゼロエミッション」の
達成を重点課題として取り組んでいます。 

イクルが進み、最終処分量およびその割合が減って、08年
度はゼロエミッションを達成することができましたが、生
産工場の統廃合で削減がままならず、09年度は戻ってい
ます。

産業廃棄物・有価排出物

材料輸送用養生資材のリユース
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らの養生材は加工工場側で廃棄物として捨てられていまし
たが、分別を徹底するとともに素材工場側へ返却する仕組
みを作ることにより、リユースまたは有価物化することが
できるようになりました。
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新日軽の商品に使用されている外装ダンボールや部材の
養生材などは、商品の輸送段階でのキズ、ヘコミ防止に必
要ですが、最終的な工務店様、お施主様には無用な資材と
なります。それらの梱包資材は主にガラス店様から廃棄物
として排出されますが、総量とともに処分のしやすさが問
題になります。新日軽では処分しにくいシート、テープ類
などのプラスチック系養生材、緩衝材などの削減に努めて
います。2009年度は工場の再編等でプラスチック類の廃
棄量は増加しましたが、総量は削減されました。

容器包装資材の削減
◎使用済み梱包資材の推移

環境汚染物質の削減
新日軽の各工場では、さまざまな燃料や化学物質を使用

していますが、それらによって発生する環境汚染物質対策
を最優先課題として取り組んでいます。環境関連法、条例

遵守は当然のこと、全ての製造段階で自主的な環境汚染物
質対策を行っています。

PRTR法では第一種指定化学物質の取扱量が年間１ト
ン以上、その中の特定第一種指定化学物質の取扱量が0.5
トン以上の場合に届出義務がありますが、新日軽では0.5
トン以上の取扱量の全ての物質を管理、集計しています。
2009年度のPRTR物質の総取扱量は63トンであり、対前

年比39%の削減になっています。これは生産量の減ととも
に樹脂形材の中に含有されている鉛化合物の量を大幅に削
減した効果が表れています。今後とも鉛化合物含有の全廃
および他のPRTR物質の使用量削減を目指していきます。

◎PRTR物質総取扱量の推移

新日軽にはVOC（揮発性有機化学物質）排出に関しての法
的特定施設はありませんが、所属する業界団体の中で削減
のための自主的取り組みに参加しています。VOCの中でジ
クロロメタン、トルエン、キシレン、エチルベンゼンの取扱量、
排出量の削減を図っていますが、すでにジクロロメタンは全
廃しました。他の3物質について2000年度比は取扱量、排
出量とも大幅に削減されているのですが、2008年度は塗装
ラインの生産量が増えたことと、小ロット化により塗料色替

PRTR
№ 対象物質名 製造工程での

主な用途 取扱量
排出量 移動量

消費量 リサイクル
大気 公共用

水域 下水道 廃棄物

40 エチルベンゼン アルミ板、形材の塗装 1,800 1,100 0 0 0 0 700

63 キシレン 同上 5,350 4,420 0 0 590 0 340

179 ダイオキシン ― 0 33 0 0 2 0 0

227 トルエン アルミ板、形材の塗装 7,820 4,710 0 0 390 0 2,720

230 鉛及びその化合物 プラスチック材の安定剤 580 0 0 0 2 470 110

232 ニッケル化合物 アルミ形材の着色 14,170 0 1,700 0 1,440 11,000 27

272 フタル酸ビス
（2- エチルヘキシル） 軟質樹脂用可塑剤 14,750 0 0 0 1,410 12,110 1,230

283 ふっ化水素
及びその水溶性塩 アルミの溶解、表面処理 9,030 0 290 0 520 8,180 50

304 ほう素及びその化合物 アルミ形材の表面処理 8,750 0 4,440 0 4,120 180 150

311 マンガン及びその化合物 アルミビレットの原料に
含有 1,160 0 40 0 16 1,130 7

単純合計 63,400 10,230 6,440 0 8,490 33,070 5,320

◎2009年度　PRTR届出該当物質排出量	 単位：kgただし、ダイオキシン類のみ mg-TEQ

◎ 自主的取り組みVOC削減量の推移

え時のノズル洗浄剤の使用量が増えたことで増加しました
が、2009年度は生産量の減少とともに下がっています。

単純合計にダイオキシン類は含まれておりません。

PRTR物質管理

VOC削減の自主的取り組み
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開発・設計の基本コンセプト

環境配慮型製品の基本コンセプトに基づく商品を提供す
るため、製品環境アセスメントの基準、チェックシートを作
成し、運用しています。アセスメント基準にはライフサイク
ルの考えに沿って製品の製造段階から、輸送、施工、使用、
解体、廃棄に至るまでの各項目が含まれています。実際に
設計者が評価する際には、誰が行っても客観的かつ迅速に
作業を行えるよう、基準書の全ての評価基準項目と1：1に
なったパソコン上のチェックシートを使用しています。こ
のシステムによって環境配慮型製品の基準に達しているか
どうかを判断でき、設計とアセスメントを同時に進めるこ
とができます。環境汚染物質評価に関しては、新日軽グリ
ーン調達基準に適合した環境汚染物質管理基準によって、
管理レベルごとの含有物質の有無をチェックしています。

◎ 製品環境アセスメント項目

大分類 中分類 小分類
項目数

評価基準
項目数

省エネルギー 製品使用時の省エネルギー 4 6

長寿命
製品の耐久性 1 1

製品の交換、補修性 1 3

省資源

部材・部品の削減 2 4

材料の削減 2 2

梱包資材削減 1 1

工数削減による省エネ考慮 2 2

輸送時の梱包容積削減 1 1

資源の有効活用

分離・分解・分別の容易性 3 5

リユース・リサイクルの推進 2 2

天然資源の活用 1 1

環境保全性 環境汚染物質対策 4 4

◎ 2009年度までに製品環境アセスメントを
　 実行した環境配慮型製品 23製品住宅建材製品・エクステリア製品ビル建材製品 6製品

グリーン調達の取り組み
グリーン調達とは、商品・材料・部品・包装材料・事務

用品等を購入する際、品質・納期・コストだけでなく、環
境負荷ができるだけ少ないものを購入することです。

新日軽では、2004年よりグリーン調達基本方針として、
お取引選定基準・商品部品の選定基準・事務用品の選定基
準を定め、環境にやさしい製品の調達強化に努めています。
またお取引先には、新日軽に納入する資材・製品に新日軽

が規定している環境汚染物質が条件外で使用されていない
ことを検証後、「環境汚染物質不使用保証書」を提出してい
ただいています。2009年には約70％のお取引先から提出
していただくことができました。

また、ISO14001認証を取得しているお取引先や、環境
マネジメントを構築しているお取引先を優先的に採用して
います。

※リムーブ性：部材の取り付け・取り出しやすさ。

LCA（Life Cycle Assessment）を考慮するとと
もに、環境負荷低減に寄与するため、商品
の使用時における省エネルギー、分離・分
解・リムーブ性※などを考慮して開発・設
計します。

1 エネルギー負荷をかけない商品思想

商品コンセプト・スペックを追求し、陳
腐化しない商品づくりや、無駄なモデル
チェンジをしないよう努めます。

MCC（Model Cycle Chart）を
ロングライフ化する商品開発

環境に関する製品ガイドラインを策定し、
開発・設計段階でアセスメントを実行し
ます。

環境に配慮した商品開発2 3
ConceptConcept Concept

新日軽では、製品環境アセスメントを行い環境配慮型と
して認定した商品には、カタログにeco BEARマークを表
示しています。eco BEARマークは「地球温暖化により絶
滅の危機に瀕している白熊の未来を救うために、私たちに
できることを考えましょう」というコンセプトのもとに制
定した、新日軽オリジナルの環境マークです。カタログで
表示することにより、ユーザーの皆様が新日軽の環境配慮

型商品を選定する際の補助的な役割を果たしています。

地球温暖化により、
絶滅の危機に瀕し
ている自然をイラ
スト化。お客様に親
しみやすいマーク
にしました。

製品環境アセスメント

カタログに表示しているオリジナルの環境マーク

環境配慮型
製品の
開発・設計

新日軽は、地球環境はもとより、お客様の生活環境に基づいた循環型社会の構築に向けて、
環境配慮型製品基本コンセプトのもと、開発・設計に取り組んでいます。
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環境配慮型
製品の
開発・設計

新日軽は、地球環境はもとより、お客様の生活環境に基づいた循環型社会の構築に向けて、
環境配慮型製品基本コンセプトのもと、開発・設計に取り組んでいます。

正面：両袖片引き窓、右面：片引き窓設置プラン

住宅建材製品

「ファインフレーム」は高い断熱性能を持ち、寒さを防ぐ
と同時に省エネルギーにも貢献する環境配慮型製品です。

幅2,600mm×高さ2,430mmの大開口の窓でも、高
い断熱性（断熱性能2.33W/㎡ K　[H-5等級　ガス入り
Low-Eガラス使用時]）を実現。室内側を樹脂層でカバーす
ることでサッシから熱が逃げることを防ぎ、結露も大幅に
抑えることができます。

また、網戸を使用しない際は、「ロール式収納網戸機能」
により、網戸がサッシ枠に収納できる仕組みになっていま

す。さらに、引戸から出入りする際につまずく心配を軽減
した「下枠フラットレール」で、バリアのない快適な出入り
ができるようになりました。

すっきりとしたデザインの「框内蔵クレセント」と、使い
勝手のよい「クレセント」タイプは、使う場所や頻度によっ
て選択できます。製品色は室内側5色と室外側5色を自由
に組み合わせることができ、インテリアとエクステリアの
それぞれに合わせたカラーコーディネートが可能です。

両袖片引き窓設置プラン

環境とデザインに配慮した「ルーバーひさし」は、季節で
異なる日射角度を考慮した製品です。日射角度の高い夏季
は、強い日射しを遮り室内温度の上昇を抑制しますが、日
射角度の低い冬季は柔らかな日射しを取り込み、暖かな居
室空間を演出する仕組みになっています。別売の雨よけ用
のポリカーボネートパネルを取り付けることにより、採光
性はそのままに雨水を避けることも可能です。

また、見上げた時に中骨が見えないすっきりした意匠
で、幅広い住宅に調和するデザイン性を目指しました。

壁にあらかじめ位置出し部品を取り付け、ひさし本体を引っ
掛けて固定するので、一人で簡単に施工することもできます。

ひさし本体

取付位置出し金具

ひさし本体

取付位置出し金具

夏季／強い日射しを遮り、室内温度の
上昇を抑制

冬季／柔らかな日射しを取り込み、暖
かな居室空間を演出

幅広い住宅に調和するデザイン

一人でも取り付け可能な簡単施工

高い断熱性能を持ち、寒さを防ぐ「ファインフレーム」

夏と冬、季節に応じた機能を発揮する「ルーバーひさし」
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Environmental report 2010

ビル建材製品

自然風力換気窓「ユラード」は、新鮮な外気を取り入れな
がら、不快な強い風はその風の力を利用して遮るという新
しいタイプの換気システムです。

窓本体は当社の主力基幹サッシ「RMG70」の辷り出し窓
を流用し、特殊なヒンジ機構により外気を調節して取り入
れます。また特殊オペレーターにより、スムーズな開窓を
実現しながら、閉窓時には自動的に施錠される「ロック機

能」を搭載しています。
無風時は、障子の重量とバネを利用して戸先側で約

200mmの開口幅を作りだし、風が３m/sを超えると徐々
に窓が閉じて約70mmの開口幅になります。不意の突風時
にも緩衝装置が働き、窓の破損を防ぎ、不快な衝突音を防
止します。

開窓状態（無風時　200mmの開口幅）閉窓機構バランス実験風景

「ユラード」の設置効果は、第一に必要換気量の確保（良
好な室内環境）、第二に中間期（4月～ 5月・9月～10月）に
おける熱負荷の削減（冷房消費エネルギーの削減）があ
げられます。その効果については建物の立地条件、形状、
ユラードの設置位置や数量で異なるため一概に同様では

ありませんが、風上と風下に取り付けた場合は風上に正
圧、風下に負圧がかかり効率のよい換気が期待できます。
また、建物内の空気の対流（温度差による気流）を利用する
と、無風時でも換気が可能です。

新断熱70見込サッシ「 RMA-70G・TC」は次世代省エネ
ルギー基準Ⅲ地域向けに開発している金属製熱遮断建具で
す。従来製品と比較し、ガラス溝幅を広げる事により、空気
層12mmの複層ガラスの設置が可能となり、断熱性向上を

実現しました。また、熱遮断方式を従来の「 注入方式 」か
ら、「 カシメ方式 ｣に変更したことで、より安定した性能
を確保させました。 

自然風力換気窓「ユラード」

「ユラード」の設置効果

新断熱70見込サッシ「RMA-70G・TC」

36mmのガラス溝幅が叶える12mmの空気層。
高い断熱性能が多彩な快適を生み出します。
高断熱を実現するガラス溝幅36㎜を確保。

■断面図
空気層12mm
空気層が12mmになることにより、夏はより涼しく、冬も暖か
な室内づくりができます。空気層6mmの複層ガラスに比べ、
空気層12mmの複層ガラスは、断熱効率が約14%向上し、
単板ガラスと比べると約2倍の断熱効率があります。
※上記数値は参考値です。詳細はガラスメーカーにご確認ください。

ガラス溝幅36mm
空気層12mmの複層ガラスに対応できるガラス溝幅36mm
を標準化。防音合せ複層ガラス等にも対応可能です。
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環境配慮型
製品の
開発・設計

エクステリア製品

「ソーラースパンドレルⅡ」とは、アルミ製のスパンドレ
ルを、外壁を覆う形で設置して太陽熱を集め、外壁とスパ
ンドレルとの間を通過する空気を暖めてファンで室内に吸
引する簡易暖房補助システムです。

太陽エネルギー以外のエネルギーをほとんど使わないた

ガソリンや軽油などの化石燃料を使用しない電気自動車
の市場導入に合わせて、新しいライフスタイルにいち早く
対応したエクステリア用コンセント/充電ボックス/シンプ
ルポールです。家庭用電源(深夜電力)を利用して電気自動

車や電動アシスト自転車などを充電することができます。
また、自宅の庭でホットプレートを使用したバーベキュー
など、エクステリア空間にコンセントを利用した新しい可
能性が生まれます。

め、暖房によるCO2排出量を大幅に削減することができま
す。また、火を使わないため事故や火災の心配もなく、高齢
者や小さなお子様がいるご家庭でも安心です。外壁に取り
付けるだけの簡単施工で、暖房しながらの換気も可能なパ
ネルです。

ソーラースパンドレルⅡ施工例

◎イメージ図

ファン
外壁

ソーラー
スパンドレル

◎ソーラースパンドレルⅡとエアコンを併用した場合

「ソーラースパンドレルⅡ」下端より取り
込んだ空気を太陽熱を利用し暖めて室内
に取り入れます。

◎外壁に取り付けるだけの簡単施工

外壁に「ソー
ラースパン
ドレル」ユニ
ットを取り
付ける。

3

ソーラースパンドレル

外壁に給気
ファンの孔
をあけ、給気
ファン用の
パイプを取
り付ける。

1
室内

外壁

室内側に給
気ファンと
スイッチボ
ックスを取
り付ける。

2

※電気工事が必要となります。

ファン

設置
完了！

4外壁 外壁 外壁

ファン ファン

室内 室内 室内

※掲載データは東京の冬の例です。地域・設置条件によって効果が異なります。

太陽熱集熱外壁パネル「ソーラースパンドレルⅡ」

一般住宅向けエクステリア用コンセントボックス/充電ボックス/シンプルポール 「チャーリー」

コンセントボックス表面 コンセントボックス背面 充電ボックス背面

シンプルポール外観 シンプルポール内部
コンセントボックス内部
（シテラ機能ボール1型）
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サイト別報告 新日軽は、サイト近隣の住民の方々を重要なステークホルダーと認識し、
省エネルギーの推進や環境施設の改善を推進しています。

㈱新日軽北陸

(株)新日軽北陸では、建材総合メーカーとして、原料の溶
解・鋳造から始まり、住宅及びビル用建材製品の加工・組
立まで一貫生産しています。2010年からは住生活グルー
プの一員として、新日軽の生産部門のリーダーとして環境
負荷低減を意識した取り組みを行っています。2009年度、
高岡工場においては、省資源活動として、廃苛性の自社有

効利用、立野工場では省エネ活動の結果、第2種エネルギー
管理指定工場からの指定解除、小矢部工場では、廃棄物の
有価物化においてよい結果が得られました。今後も厳しい
社会環境の中、生産効率を上げて、環境負荷低減を意識し
た活動に努めます。

◎ 小矢部工場
住所：富山県小矢部市浅地130
土地面積
建屋延べ面積
用途地域
事業内容
従業員数
エネルギー管理指定工場
公害防止特定工場
総電力使用量
熱燃料使用量
水使用量
排水の放流先

170千ｍ2

94千ｍ2

無指定
アルミ建材製造
709人
熱電一体第1種
大気4種、水質2種、
ダイオキシン類

21,499MWh/ 年
193TJ/ 年
46万ｍ3/ 年
河川

◎ 立野工場
住所：富山県高岡市宝来町85
土地面積
建屋延べ面積
用途地域
事業内容
従業員数
エネルギー管理指定工場
公害防止特定工場
総電力使用量
熱燃料使用量
水使用量
排水の放流先

43千ｍ2

34千ｍ2

無指定
アルミ、プラスチック建材製造
358人
なし（6月に指定解除）
なし
3,766MWh/ 年
7TJ/ 年
24万ｍ3/ 年
河川

◎ 高岡工場
住所：富山県高岡市本郷2-5-8
土地面積
建屋延べ面積
用途地域
事業内容
従業員数
エネルギー管理指定工場
公害防止特定工場
総電力使用量
熱燃料使用量
水使用量
排水の放流先

82千ｍ2

58千ｍ2

工業地域
アルミ形材、プラスチック形材製造
457人
熱電一体第1種
大気3種、水質1種、振動、
ダイオキシン類

90,418MWh/ 年
345TJ/ 年
550万ｍ3/ 年
河川

押出工程で使用済みの苛性ソーダを皮膜工程で再利用
を行い、押出廃苛性ソーダ排出量と皮膜苛性ソーダ使用量
の削減を図っています。高岡押出廃苛性ソーダの外部排出
2009年7月よりゼロとなり、皮膜の苛性使用量も削減で
きました。

社長あいさつ

高岡押出の廃苛性再利用による苛性使用の削減

第二種エネルギー管理指定工場指定解除
立 野 工 場 で は、地 道 な 省 エ ネ 活 動 に よ りH18年 度

に第二種エネルギー管理指定工場指定基準原油換算値
1500KLを下回ることができ、地道な省エネ活動を継続
することで3年連続基準値を下回ることができました。そ
の結果、中部経済産業局に功績を認められ、2009年6月
に第二種エネルギー管理指定工場指定取消の受理していた
だきました。

圧縮PEシートの有価物化
北陸製造所小矢部工場では、形材運搬の梱包材として使

用しているPEシートを透明・白と有色に分けて分別して
います。2005年の11月までは全て産業廃棄物として熱
リサイクルにしていました。そして12月から圧縮梱包機
を設置して透明・白のPEは圧縮して売却、有色のPEは従
来どおり熱リサイクルしています。アルミの押出重量は

2007年、2008年と落ち込みましたが、PEシートの圧縮
重量は年間130tをキープしています。理由としては、PE
シート以外の透明・白のPE袋も併せて圧縮したこと(同じ
材質の物も集約)、小矢部工場以外の高岡工場や立野工場、
地場の協力工場から回収したこと(サッシ生産工場の協力)、
PEシートで形材を保護する際に使用していたテープを全
てPEの透明テープにして、お客様が形材を使用された際
に廃棄物となってしまうPEシートを分別しやすくして回
収したことの3項目が挙げられます。2008年より2009
年の押出重量が増えているにも関わらず、圧縮重量が減っ
てしまった原因は2009年度よりPEシートの厚さが3ミ
クロン薄くなったためです。今後はPEシートはPEシート
だけで分別し、圧縮することによって、有価物としての付
加価値をあげる活動を行っていきます。また、PPバンド、
PEロープのリサイクルも行っていきます。
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